
新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱 

 

令和５年４月１日制定 

令和６年４月１日改正 

   第１章 総則（第１条・第２条） 

   第２章 補助事業の決定手続等（第３条―第９条） 

   第３章 補助事業の評価（第１０条・第１１条） 

   第４章 補助金の交付手続等（第１２条―第２８条） 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新潟市補助金等交付規則（平成１６年新潟市規則第１９号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、市の課題（テーマ）に対して、民

間企業を含め多様な主体から広く創意と工夫を活かした柔軟な発想による事業提

案を募集し、課題解決に寄与する取組を支援するとともに、自主運営で持続的に

地域の振興に貢献する、次代の地域づくりの担い手を発掘することを目的として、

提案された事業に交付する新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金（以下

「補助金」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）課題（テーマ） 市長が多様な主体から事業提案を募集するために公表す

る課題やテーマなどをいう。 

（２）提案者 市長が課題（テーマ）を公表し、事業提案を募集したものに対し

て、応募した者をいう。 

（３）提案事業 市長が公表した課題（テーマ）を解決することを目的として、

提案者が応募した事業をいう。 

 

第２章 補助事業の決定手続等 

 

（提案者の要件） 

第３条 補助金の交付申請を行うことができる提案者は、次の各号に全て該当する

団体とする。 

（１）事業の実施から実績報告まで遅滞なく履行できると市長が認める者 

（２）提案した事業を実施するにあたり、社会通念上、問題なく実施できる範囲

内に団体の活動拠点が存在していること。 

（３）新潟市に納付すべき市税が賦課されている団体は、それら全ての市税が完

納していること。 



（４）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主た

る目的とする団体でないこと。 

（５）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的と

する団体でないこと。 

（６）特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公

職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公

職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的と

する団体でないこと。 

（７）公序良俗に反する行為又は関係法令に違反していないと市長が認める者 

（８）暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。 

（９）暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条

第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。 

（１０）役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他

これらと同等の責任を有するものをいい、法人以外の団体である場合は代表

者、理事その他これらと同等の責任を有するものをいう。）が暴力団員でな

いこと。 

（１１）暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していないこと。 

（１２）自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る

目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用し

ていないこと。 

（１３）暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直

接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していないこと。 

（１４）その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していな

いこと。 

 

（提案事業の要件） 

第４条 補助金交付の対象となる提案事業は、おおむね次のような事業とする。 

（１）課題（テーマ）に対して、公益的、社会貢献的な事業内容で、具体的な効

果や成果が期待できる事業 

（２）市民満足度が高まることが期待できる事業 

（３）先進性、先駆性等工夫やアイデアがあり、新しい視点からの取組である事

業 

（４）事業計画に実現性があり、事業にかかる予算の見積り等が適正である事業 

（５）短期間に解決しない事業内容の場合、補助金の交付が終了した年度以降も、

引き続き自主運営・自主財源で継続的に事業を実施し続けることが可能であ

ると見込まれる事業 

（６）本市又は地域住民等と協働で実施することにより相乗効果が高まることが

期待できる事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当するものは対象外とする。 



（１）当該事業の主たる効果が市外で生じるもの 

（２）当該事業の主たる効果が新潟県全域及びそれを超える広域で生じるもの 

（３）公序良俗に反するなど適当でないと認められるもの 

（４）政治、宗教又は選挙活動を目的とするもの 

（５）事業の実施を伴わない調査や研究を目的とするもの 

（６）事業の実施を伴わない会議体の運営を目的とするもの 

（７）事業と直接関係しない団体の運営を目的とするもの 

（８）参加した地域住民の交流や親睦的なことのみを目的とし、公益性、社会貢

献性が認められないもの 

（９）施設等の建設又は整備することのみを目的とし、前項に該当しないもの 

（１０）提案事業の実施を他の者に委託する場合、委託料が事業全体に掛かる経

費の５０％を超えるもの 

 

（提案事業の応募） 

第５条 事業を提案し応募しようとする団体は、別に指定された期日までに、事業

提案書（別記様式第１号）を提出し、次に掲げる書類及び当該団体の代表者の誓

約書（別記様式第２号）を添えて、市長に提出するものとする。 

（１）団体の概要に関する調書 

（２）団体の定款、規則、会則等 

（３）事業計画書 

（４）収支予算書 

（５）前年度の活動報告書及び収支計算書 

（６）その他事業に関する資料 

 

（審査委員会） 

第６条 市長は、提案事業の審査及び評価を行うため、課題（テーマ）を設定した

区又は部に新潟市まちづくりパートナーシップ事業審査委員会（以下「審査委

員会」という。）を設置する。 

２ 審査委員会の組織、運営等については、別に定める。 

 

（審査委員会による審査） 

第７条 審査委員会は、第５条の規定により提出された提案事業について、書類に

よる１次審査を行い、次の事項について、市長に報告するものとする。 

（１） １次審査の審査結果 

（２） １次審査を通過する提案事業について２次審査の実施の有無 

（３） ２次審査について、公開又は非公開によるプレゼンテーションの実施の

有無 

２ 市長は、前項の報告に基づき、２次審査の実施について決定するとともに、１

次審査の結果及び２次審査の実施について、審査結果通知書（別記様式第３号）

により当該提案者に通知するものとする。 



３ 審査委員会は、前項の規定により決定された２次審査を実施し、その結果を市

長に報告するものとする。 

 

（補助金交付の対象となる事業の決定等） 

第８条 市長は、前条に規定する審査委員会の報告に基づき、提案事業が補助金交

付の対象に決定したときは、その旨及び理由を記載した補助金交付対象事業決定

通知書（別記様式第４号）を当該提案者に通知するものとする。決定しないとき

も同様とする。 

２ 市長は前項の規定により通知する際に、提案事業に意見を付すことができる。 

３ 市長は、補助金交付の対象の決定をしたときは、その旨及び当該提案事業の名

称等を公表するものとする。 

 

（地位の承継） 

第９条 提案者が当該補助金の交付の指定に係る提案事業を譲渡した場合、当該提

案事業の譲受人は、市長の承認を得て、当該提案者の地位を承継することができ

る。 

２ 提案者について合併又は分割（それぞれ補助金の交付の指定に係る提案事業を

承継させるものに限る。以下同じ。）があった場合は、合併後存続する団体、合

併により設立された団体又は分割により当該事業を承継した団体は、市長の承認

を得て、当該提案者の地位を承継することができる。 

３ 前２項の規定により提案者の地位を承継しようとする団体は、あらかじめ事業

承継承認申請書（別記様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、審査のうえ地位の承

継について決定し、事業承継決定通知書（別記様式第６号）により当該提案者に

通知するものとする。 

 

第３章 補助事業の評価  

 

（中間ヒアリング） 

第１０条 市長は、第８条の規定による決定後、提案事業の進捗状況を把握する

ために必要と認める場合、中間ヒアリングを実施することができる。 

２ 中間ヒアリングを実施する場合、第１２条に規定する補助事業者は、事業実

施状況報告書（別記様式第７号）に提案事業の実施状況等について記載した資

料を添えて、別に指定した期日までに市長に提出するものとする。 

３ 審査委員会は、市長から求められた場合に、前項の規定により提出された報

告書を基にして、当該提案事業の進捗状況の確認及び事業実施に当たっての助

言を行うことができるものとする。 

 

（提案事業の評価） 

第１１条 市長は、第２１条に規定する実績報告及び第７条に規定する審査委員会



の審査報告、前条に規定する助言等をもとに、当該提案事業について評価する。 

 

第４章 補助金の交付手続等 

 

（補助事業者及び補助対象期間） 

第１２条 市長は、第８条の規定により決定した提案者（以下「補助事業者」と

いう。）から第１６条に規定する補助金の交付申請を受けた場合に限り、予算

の範囲内において補助金を交付する。ただし、第２年度目以降の補助金の交付

は、前条に規定する評価に基づき、決定するものとする。 

２ 補助金交付の期間は、原則として３年度以内とする。ただし、市長が特に認

めた場合はこの限りではない。 

 

（補助対象経費等） 

第１３条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び対象外

となる経費は、別表のとおりとする。 

２ 補助金の交付が複数年度にわたるときは、年度ごとに補助対象経費を合算する。

この場合において、年度ごとの合計額に１，０００円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額を当該年度の補助対象経費とする。 

 

（補助金の額） 

第１４条 各年度の補助金の額は、補助対象経費のうち、２００万円を限度とする。

ただし、補助金の交付が複数年度にわたる場合、各年度の補助金を合算した額は、

３００万円を限度とする。 

 

（交付条件） 

第１５条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

（１）関係法令等を遵守し、諸手続を遅延なく履行すること。 

（２）申請内容及び金額の変更（第１９条に定める軽微な変更を除く。）をする

場合には、市長の承認を受けること。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けること。 

（４）補助事業が予定の期間内に開始できない場合又は事業の遂行が困難となっ

た場合は、速やかに市長に報告し、市長の指示を受けること。 

（５）この補助金により取得し、又は効用の増加した財産は、事業の完了後も善

良なる管理者の注意をもって管理するとともに、その台帳を設け、その保管

状況を明らかにしておくこと。 

（６）この補助金により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承認を受けて

処分した場合において相当の収入があったときは、その収入の全部又は一部

を市に納付させることがあること。 

（７）補助事業により取得し、又は効用が増加した財産は、市長の承認を受ける

ことなく、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、



又は担保にしないこと。 

（８）補助事業に係る収入及び支出は他の経理と区分し、明らかにした帳簿を備

え、当該帳簿及び証拠書類を５年間保管しておくこと。 

 

（交付申請） 

第１６条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、補助金交付申請書（別記

様式第８号）及び添付書類を市長に提出しなければならない。 

 

（交付決定） 

第１７条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、審査のうえ補

助金の交付について決定し、補助金決定通知書（別記様式第９号）を補助事業者

に送付するものとする。 

２ 市長は前項の規定により決定した提案事業に対して、第１５条に定める条件の

ほか、補助金交付に係る必要な条件を付すことができる。 

 

（変更の承認申請） 

第１８条 第１５条第２号及び第３号の規定により市長の承認を受けようとする場

合には、あらかじめ事業変更承認申請書（別記様式第１０号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項に規定する承認申請があった場合は、その内容を審査し、決定し

た内容を、事業変更決定通知書（別記様式第１１号）を補助事業者に送付するも

のとする。 

 

（軽微な変更の範囲） 

第１９条 第１５条第２号に規定する軽微な変更は、次のいずれにも該当する場合

とする。 

（１）補助金額の変更で、補助金交付決定額から１０パーセントを超えない減額

の変更であること。 

（２）別表に定める補助対象経費における額の変更で、その額が変更前の金額か

ら１０パーセントを超えない額であること。 

 

（事業が予定期間内に開始しない場合等の報告） 

第２０条 第１５条第４号の規定により市長に報告しようとする場合には、あらか

じめ事業遅延申出書（別記様式第１２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申出があった場合は、その内容を審査し、遅延事業指

示書（別記様式第１３号）を補助事業者に送付し、指示するものとする。 

 

（実績報告） 

第２１条 補助事業者は、第１７条に規定する交付決定を受けた補助事業完了後、

1 ヶ月以内又は当該補助金の交付決定に係る年度の３月３１日のいずれか早い日



までに実績報告書（別記様式第１４号）及び添付書類を市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要と認める場合には、随時、補助事業の

経過の報告を求めることができる。 

 

（補助金の額の確定及び通知） 

第２２条 市長は、前条第１項に規定する実績報告書の提出を受けた場合は、その

内容を審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、交付すべき補助

金の額を確定し、これを補助金確定通知書（別記様式第１５号）により補助事業

者に通知するものとする。 

 

（補助金の概算払） 

第２３条 補助金の支払は、新潟市財務規則（昭和 39 年新潟市規則第 12 号）の規

定に基づき、概算払ができるものとする。 

２ 申請者が前項の概算払により補助金の支払を受ける場合は、あらかじめ概算払

申請書（別記様式第１６号）を市長に提出するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第２４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けた場合 

（２）補助金を交付決定された内容以外の用途に使用した場合 

（３）補助金を交付決定された内容の事業を遂行しなかった場合 

（４）補助期間内に事業の中止又は廃止をした場合 

（５）その他関係法令、規則及びこの要綱の規定に違反した場合 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用がある

ものとする。 

３ 市長は第１項の規定による取消しをした場合は、補助金交付決定取消通知書

（別記様式第１７号）を補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第２５条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合においては、当該取消し

に係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、補助

金返還命令書（別記様式第１８号）により期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

２ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超えて

補助金が交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずるものと

する。 

 

 



（財産処分の制限） 

第２６条 規則第２０条に規定するその他市長が指定する財産は、補助事業により

取得した価格が１点１００，０００円以上（消費税及び地方消費税相当額を含

む。）の備品とする。 

２ 規則第２０条に規定する耐用年数を勘案して市長が定める期間は、国が定める

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下

「省令第１５号」という。）を勘案し、３年とする。ただし、省令第１５号にお

いて２年以下となっているものについては、省令第１５号の定めに応じた期間と

する。 

３ 第１５条第７号の規定は、補助事業者が、あらかじめ市長の承認を受けた日又

は補助事業が完了した日の属する市の会計年度の初日から起算して、前項で規定

する当該財産の耐用年数を経過した日のいずれか早い日を経過したときは適用し

ない。 

４ 第１５条第７号の規定により市長の承認を受けようとする場合には、あらかじ

め取得財産の財産処分承認申請書（別記様式第１９号）を市長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、審査のうえ取得財産

の処分について決定し、財産処分決定通知書（別記様式第２０号）により補助事

業者に通知するものとする。 

 

（調査等） 

第２７条 市長は、補助金の額の確定があった後においても、第２４条第１項各号

に該当するおそれがあると認めるときは、規則第２１条に基づき、必要な調査等

を行うことができる。ただし、前条第１項に規定する財産については、前条第

２項に規定する期間に限り、必要な調査等を行うことができる。 

 

（情報公開） 

第２８条 提案事業の応募、補助金の申請、補助金の交付、中間ヒアリング、実績

報告及び提案事業の評価に関する書類は、新潟市情報公開条例（昭和 61 年新潟

市条例第 43 号）及び個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

の規定に基づき、法令等で公開できないとされているもの以外については、一般

の閲覧に供するものとし、概要等を公表するものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

 １ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

（適用期間） 

 ２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前

に第８条の規定により決定した補助事業者に対するこの要綱の規定の適用につ



いては、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第１３条関係） 

補助対象経費 ・人件費（事業実施に直接必要な人件費） 

・報償費 

・委託料（※１） 

・旅費 

・備品購入費、消耗品費 

・印刷製本費 

・郵便料等 

・保険料 

・使用料、賃借料 

・工事請負費 

・その他市長が必要と認める経費 

 

補助対象外経費 

又は 

補助対象経費から 

控除される経費 

・事業の実施を伴わない、会議体のみの運営費 

・直接的に事業と関係しない、団体の運営に関する経費（※２） 

・建物の賃貸借における敷金及び礼金 

・建築工事等の手続等に要する費用 

・新潟市が団体に賦課する税金 

・国、県、新潟市、又は他の地方公共団体から交付さる他の制度

の補助金が充当される経費と同一種の経費 

・その他市長が補助対象として不適当と認める経費 

 

 ※１：委託料が事業全体に掛かる経費の５０％を超える内容の場合、提案事業は

採択されません。 

 ※２：人件費、事務所費、光熱水費など、本事業に係る部分と明確に区分できな

い場合は、それらの経費全額が補助対象外となります。 

 



別記様式第１号（第５条関係） 

年   月   日 

 

新潟市まちづくりパートナーシップ事業提案書 

 

（宛先）新潟市長 

 

団体所在地  

団体名  

代表者の役職及び氏名  

担当者

連絡先 

氏  名  

電話番号  

FAX 番号  

電子メール  

 

 新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添え

て次のとおり課題（テーマ）に対する事業を提案します。 

市の課題 

（テーマ） 

提出した部署名  

課題・テーマ名  

提案事業の名称  

課題解決するまでの 

事業全体の実施予定期間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

事業費総額 

及び 

補助金希望額 

 

事業費総額                円 

 

うち補助金希望額（３年度の合計金額は 300 万円まで、 

また、単年度の上限額は 200 万円です。） 

 

事業１年度目             円 

事業２年度目             円 

事業３年度目             円 

 

 

次ページ（裏面）に提案事業の内容を記入してください。 



 

【提案事業の内容】 

（添付書類） 

①団体の概要に関する調書 

②団体の定款、規則、会則等 

③事業計画書（※１） 

④収支予算書（※２） 

⑤前年度の活動報告書及び収支計算書 

⑥その他事業に関する資料 

 

※１：課題解決に向け、提案事業が補助金申請の最終年度以降も引き続き自主運営・自主財

源で継続実施する必要がある場合、引き続き自主運営等で実施する最低２年度分の事

業計画書を提出してください。 

５年以内に課題解決する見込みの事業の場合は、解決する見込みの年度までの全ての

事業計画書を提出してください。 

※２：上記事業計画書と同年度分を提出してください。 

解決したい課題 

 

 

 

 

 

提案事業の概要（目的、事業内容、対象者・人数、期間など） 

 

 

 

 

 

 

 

事業の効果と将来展望 

 

 

 

 

 

将来的に事業を継続する上で、提案団体が果たそうとする役割および提案団体と関連が想定さ

れる地域団体や市の関係課名 

 

 

 

 



 

別記様式第２号（第５条関係） 

 

応募に関する誓約書 

 

私（当法人・当団体）は、「新潟市まちづくりパートナーシップ事業」への応募を行うに当

たり、下記の事項について誓約します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年   月   日 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

記 

 

１ 私（当法人・当団体）が提案した事業が採択され補助金交付の対象となり、新潟市長

からその通知を受けた場合、事業を実施する年度の４月１日以降速やかに補助金の交付

申請を行い、提案した事業を実施します。ただし、令和５年度補助金の交付対象となっ

た通知を受けた場合は、通知を受けた後、速やかに補助金の交付申請を行い、提案した

事業を実施します。 

 

２ 私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。 

（１）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的

とする団体であるもの 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団

体であるもの 

（３）特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。）

の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を

推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体であるもの 

（４）暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるもの 

（５）暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第３号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるもの 

（６）役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと

同等の責任を有するものをいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他

これらと同等の責任を有するものをいう。）が暴力団員であるもの 

（７）暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの 

（８）自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

（９）暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの 

（１０）その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの 



 

別記様式第３号（第７条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

審査結果通知書 

 

    年  月  日付けで提出された新潟市まちづくりパートナーシップ事業提案書

について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、

審査委員会から審査結果の報告を受け下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 提案事業の名称および団体 

 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 審査報告および決定事項 

 

 

 

 

３ 連絡事項 

 

 

 

 



 

別記様式第４号（第８条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

補助金交付対象事業決定通知書 

 

    年  月  日付けで提出された新潟市まちづくりパートナーシップ事業提案書

について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき、

下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 提案事業の名称および提案者 

 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 決定事項 

 

 

 

３ 補助金交付の対象となった年度（又は交付対象外の理由） 

 

 

 

 

４ その他 

 

 

 

 

 



別記様式第５号（第９条関係） 

年   月   日 

（宛先）新潟市長 

申請者 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

事業承継承認申請書 

 

下記提案事業について、提案者としての地位を承継したいので、新潟市まちづくりパート

ナーシップ事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請しま

す。 

 

記 

 

提案事業の名称  

提案者又は 

補助金交付対象の決

定を受けた団体 

所在地  

団体名  

代表者名  

承継者 

所在地  

団体名  

代表者名  

承継日        年   月   日 

承継事由  

添付書類 

１ 当該事業の譲渡を証する書類 

２ 合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分

割により事業を承継した法人にあっては、当該法人の登記事項

証明書 

３ 補助金交付の決定を受けた団体の承継者にあって、新潟市に納

税義務がある場合は、納税証明書（新潟市制度用） 

 



別記様式第６号（第９条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

事業承継決定通知書 

 

 

    年  月  日付けで事業承継の承認申請があった下記提案事業について、新潟

市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり決

定したので通知します。 

 

記 

 

１ 決定事項 

 

 

２ 決定事項の内容 

提案事業の名称  

提案者又は 

補助金交付対象の決

定を受けた団体 

所在地  

団体名  

代表者名  

承継者 

所在地  

団体名  

代表者名  

承継日        年   月   日 

承継事由  

 

 



別記様式第７号（第１０条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

実施状況報告書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業について、

新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第１０条の規定により、関係書類を

添えて次のとおり実施状況を報告します。 

 

記 

 

市の課題 

（テーマ） 

提出した部署名  

課題・テーマ名 
 

提案事業の名称  

課題解決するまでの 

事業全体の 

実施予定期間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

交付決定額                円 

現時点での事業実施状況 

及び 

今後の実施予定 

 

添付書類 

１ 事業計画書（進捗状況が分かるもの） 

２ 収支決算見込み 

３ その他必要な書類（事業チラシ、実施写真、図面等、実

施状況がわかるもの） 

 



別記様式第８号（第１６条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

補助金交付申請書 

 

新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第１６条の規定により、関係書類

を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

課題解決するまでの 

事業全体の 

実施予定期間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

上記期間のうち 

補助金の交付を 

申請する年度 

               年度 

補助対象経費                円 

交付申請額                円 

情報の公表の内容、

方法及び時期 
 

添付書類 

１ 補助金交付対象事業決定通知書の写し 

２ 新潟市に納税義務がある団体は、納税証明書（新潟市制度用） 

３ その他市長が必要と認める書類 

 



 

別記様式第９号（第１７条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

補助金決定通知書 

 

    年  月  日付けで補助金交付申請のあった新潟市まちづくりパートナーシッ

プ事業について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第１７条の規定に

基づき、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 決定事項 

 

 

 

３ 補助金の交付対象年度（又は不交付の理由） 

 

 

 

４ 交付決定額 

 

 

 

５ 補助金交付に係る必要条件 

 

 

 



別記様式第１０号（第１８条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

事業変更承認申請書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業について、

事業内容を変更したいので、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第１８

条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

記 

 

市の課題 

（テーマ） 

提出した部署名  

課題・テーマ名 
 

提案事業の名称  

交付決定額                円 

変更承認申請額                円 

変更予定年月日        年   月   日 

変更の理由  

 

次ページ（裏面）に変更の内容を記入してください。 

 



 

変更の内容 

変更前 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

変更の前後がわかる次の資料 

１ 事業計画書（※１） 

２ 収支予算書（※２） 

３ その他必要な書類 

※１：課題解決に向け、提案事業が補助金申請の最終年度以降も引き続き自主運営・自

主財源で継続実施する必要がある場合、引き続き自主運営等で実施する最低２年

度分の事業計画書を提出してください。 

５年以内に課題解決する見込みの事業の場合は、解決する見込みの年度までの全

ての事業計画書を提出してください。 

※２：上記事業計画書と同年度分を提出してください。 

 



別記様式第１１号（第１８条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

事業変更決定通知書 

 

    年  月  日付けで事業変更の承認申請があった下記提案事業について、新潟

市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第１８条の規定に基づき、下記のとおり

決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 決定事項 

 

 

２ 決定事項の内容 

提案事業の名称  

既交付決定額                円 

変更交付決定額                円 

変更予定年月日        年   月   日 

変更事項 

変更前 

 

 

 

 

 

 

 

変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１２号（第２０条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

事業遅延申出書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業について、

事業が計画どおりに遂行できないので、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付

要綱第２０条の規定により、次のとおり報告します。 

 

記 

 

市の課題（テーマ） 

提出した部署名  

課題・テーマ名 
 

提案事業の名称  

事由発生日        年   月   日 

計画どおり遂行でき

ない理由 
 

 



 

別記様式第１３号（第２０条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

遅延事業指示書 

 

 

    年  月  日付けで事業遅延の申し出のあった新潟市まちづくりパートナーシ

ップ事業について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２０条の規定

に基づき、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 指示事項 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１４号（第２１条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

実績報告書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業について、

新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２１条の規定により、関係書類を

添えて次のとおり実績を報告します。 

 

記 

 

市の課題（テーマ） 

提出した部署名  

課題・テーマ名 
 

提案事業の名称  

課題解決するまでの 

事業全体の 

実施予定期間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

交付決定額 交付決定額              円 

事業実施内容  

添付書類 

１ 収支決算書 

２ 領収書又はその写し 

３ その他必要な書類（事業チラシ、実施写真、図面等、実施状況

がわかるもの） 

 



 

別記様式第１５号（第２２条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

補助金確定通知書 

 

 

    年  月  日付けで実績報告のあった新潟市まちづくりパートナーシップ事業

について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２２条の規定に基づき、

次のとおり確定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 補助金の交付対象年度 

 

 

３ 交付決定額 

 

 

４ 交付済額 

 

 

５ 確定額 

 

 

 



別記様式第１６号（第２３条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

補助金概算払申請書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業について、

新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２３条の規定により、補助金の概

算払いを申請します。 

 

記 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

課題解決するまでの 

事業全体の 

実施予定期間 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

上記期間のうち 

補助事業実施期間

（予定） 

       年   月   日から 

       年   月   日まで 

交付決定額               円 

概算交付申請額               円 

概算払いを 

必要とする理由 
 

 



 

別記様式第１７号（第２４条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

補助金交付決定取消通知書 

 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定した新潟市まちづくりパートナ

ーシップ事業について、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２４条の

規定に基づき、下記のとおり交付決定の取消しをしたので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 交付決定額 

 

 

 

３ 交付決定取消額 

 

 

 

４ 取消理由 

 

 



 

別記様式第１８号（第２５条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

補助金返還命令書 

 

 

    年  月  日付け新  第   号で金額の確定をした（交付決定を取り消し

た）補助金については、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２５条の

規定に基づき、下記のとおり返還を命ずる。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

 

２ 返還額 

 

 

 

３ 返還期限 

 

 

 

４ 返還理由 

 

 



別記様式第１９号（第２６条関係） 

年   月   日 

 

（宛先）新潟市長 

 

所在地                      

 

団体名                      

 

代表者名                     

 

 

財産処分承認申請書 

 

    年  月  日付け新  第   号で交付決定のあった下記提案事業により取

得した財産を処分したいので、新潟市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２

６条の規定により、次のとおり申請します。 

 

記 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

 

【取得効用増加財産】 

取得効用増加財産の

品目（名称） 
 

取得効用増加年月日        年   月   日 

取得効用増加価格                円 

時価                円 

処分の理由  

処分の方法  

※処分する財産（品目）が複数ある場合は、上記項目について別紙を作成し、添付してく

ださい。 



別記様式第２０号（第２６条関係） 

新  第    号 

年  月  日 

 

様 

 

新潟市長          印 

 

 

財産処分決定通知書 

 

    年  月  日付けで財産処分の承認申請があった下記提案事業について、新潟

市まちづくりパートナーシップ事業補助金交付要綱第２６条の規定に基づき、下記のとおり

決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称、提案事業の名称および団体等 

 

補助事業の名称 新潟市まちづくりパートナーシップ事業 

提案事業の名称  

団体所在地  

団体名  

代表者名  

 

２ 決定事項 

 

 

 

３ 決定事項の内容 

取得効用増加財産の 

品目（名称） 
 

取得効用増加年月日        年   月   日 

取得効用増加価格                円 

時価                円 

処分の方法  

 

 


